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提言の背景

日本の現状

課題



事業承継のニーズがある中でM&Aの期待が高まっている

●後継者不足●休廃業・解散件数の推移

日
本
の
現
状

「2023年度版中小企業白書」、帝国データバンク

「全国企業『後継者不在率』動向調査」（2023年）



ー制度が量の拡大を後押しー

中小M&Aガイドライン
（2020）

・プロセス標準化
・手数料明確化 など

・信頼できる仲介業者を国が認定

→登録事業者を公表
M&A支援機関登録制度

マッチング支援
・国の支援機関が後継者探しをサポート
（事業承継・引継ぎ支援センター）

制度整備による拡大



日本のM&A件数は過去最高水準に

政策的な後押しと市場整備により、2020年代の日本企業M&Aは過去最高水準で推移している。

出典：MARR Online「1985年以降のマーケット別M&A件数の推移」

ꢁ

M&A件数の増加（量の拡大）



ソフトバンク×WeWork

・急進的・高リスク
・組織文化：自由度が高く、挑戦的

・ガバナンス重視、統制型
・投資判断は計画性、管理性を重視

財務データでは見抜けなかった

文化 ・ガバナンスの不一致が根本理由

結果
・WeWork評価額：約4.7兆円→90％以上下落
・ソフトバンクGPは2019年度に8000億円超の損失を計上
・VisionFund全体では1兆円規模の評価損
・PMIは機能せず、経営再建は複数回失敗

失敗事例

・統治スタイルが正反対
・意思決定速度のギャップ
・ガバナンス基準の差
・内部管理の不一致



仲介業者M&A基本的な流れ（買い手）

ロングリスト
にアプローチ

条件交渉
最終契約

秘密保持契約
NDA

初期相談
ヒアリング

企業価値評価 トップ面談 基本合意 DD

・非財務情報を扱う場面が少ない

・唯一出てくるのはトップ面談及びDDだが、体系的評価ではない

→結果、相性のズレがPMIで初めて顕在化し、失敗の原因となる

従来のM&Aと問題点



量的拡大から質的統合へ

私たちが着目するところ



提案

MBTIとは

①提案概要

Ⅰ自己診断フェーズ
Ⅱ相性マトリクス



MBTIとは



• 1940年代に確立された「心理学的タイプ理論」に基づく性格分類モデル

• 4つの指標の組み合わせで16タイプを生成

• 個人の認知スタイルや意思決定傾向を分類するために、

企業・教育・キャリア支援の領域で世界的に利用される

• ISO10667（人材アセスメント国際規格）にも準拠した評価手法で信頼性が高い

MBTIとは

エネルギー E（Extraversion）／I（Introversion） 外交／内向

心 S（Sensing）／N（Intuition） 感覚／直観

性質 T（Thinking）／F（Feeling） 思考／感情

戦術 J（Judging）／P（Perceiving） 判断／知覚

MBTIとは



• 従来のMBTIを現代向けに再構築したのが 16Personalities（世界5億ユーザー超）

• SNS・Z世代を中心に拡散し、「シンプルでわかりやすい16タイプ分類」が浸透

性格分類の共通言語、傾向把握のツールとして

企業研修・採用・チームビルディングで普及

MBTIが世界的に普及した理由



• 従来のMBTIを現代向けに再構築したのが 16Personalities（世界5億ユーザー超）

• SNS・Z世代を中心に拡散し、「シンプルでわかりやすい16タイプ分類」が浸透

企業も人と同じ く理念や組織風土などの個性

つま り性格を持っている

性格分類の共通言語、傾向把握のツールとして

企業研修・採用・チームビルディングで普及

MBTIが世界に普及した理由



相性がなぜ重要か？

財務面の整合だけでは不十分

→組織文化や価値観が異なると統合後に摩擦が生じる。

文化・人材の不一致がもたらす影響

→モチベーション低下、キーパーソンの離職

相性の一致は「統合コストの最小化」につながる

→経営判断の共有がスムーズになり、企業文化の融合が早まる。



提案概要



相性
マトリクス

自己診断

企業文化を可視化・相性を定量的に評価

→M&Aの統合リスクを事前に把握する仕組み

提案



仲介機関
プレDD質問票

自治体・金融機関プレDD質問票 （NFDD質問票）

（NFDD質問票）
の結果を

に回答
集計・分類

プレDD質問票
結果を公表・相性

の良い企業を提案
（NFDD質問票）

に回答

買収側 売却側

関係図



条件交渉
最終契約

秘密保持契約
NDA

初期相談
ヒアリング

ロングリスト
にアプローチ

企業価値評価 トップ面談 基本合意 DD

プレDD

実行の流れ



分類

非財務指標＋財務指標
に関する

標準化された質問に
企業が回答

4タイプに類型・可視化

MS（成熟安定型）

MC（成熟挑戦型）

IS（革新安定型）

IC（革新挑戦型）

「経営スタイル軸」と
「人的資本・働き方軸」
の2軸で分析

①自己診断フェーズ

プレDD質問票



2軸の選定理由

• 戦略方向の不一致：事業シナジーが発生しにくい

• 働き方の不一致：離職、摩擦、PMI遅延を誘発

経営スタイル軸 • 組織の価値観・意思決定プロセスの特徴を表現
(成熟M/革新I)

人的資本・働き方軸
(安定S/挑戦的成長C)

• 個人が発揮する強みや行動特性を表現



経営スタイル軸M/I 人的資本働き方軸S/C

1.新規事業売上高比率（％）

2.研究開発費投資比率（％）

3.DX関連投資比率（％）

1.直近3年間の離職率（％）

2.中途採用比率（％）ꢁ

3.副業制度利用率（％）

4.リモート勤務率（％）

5.40代以下の管理職比率（％）

6.人的資本投資比率（％）

4.地域別売上構成比（日本％/海外％）

5.新製品・新サービス投入件数の前年比（％）

6.無形資産比率（％）

文化距離ガバナンス

1.本社所在地（日本/海外）

※海外の場合、文化距離スコア加点

2.拠点構成比（日本％/海外％）

1.社外取締役比率（％）
2.取締役会に占める女性比率（％）
3.CO₂排出削減率（前年比％）

3.海外子会社の資産比率（％）

質
問
票



経営スタイル軸 ： 成熟M(maturity)/革新I(innovation)

人的資本 ・働き方軸 ： 安定S(stability)/挑戦的成長C(challenging)

MC型 IC型

成熟×挑戦的成長 革新×挑戦的成長

MS型 IS型

成熟×安定 革新×安定

四象限



KPI判定基準により類型化された企業を組み合わせ、

買収側×売却側＝16通りのマトリクスを作成。

過去データ（2019～2023年）を基に成功確率を数値化。

クロージング前に高リスク案件を特定し、
統合リスクを事前に低減することが可能。

②相性マトリクス



経営スタイル軸

成熟M(maturity)/革新I(innovation）

新規事業売上比率

R&D費/売上

技術革新や新規事業創出能力を反映

研究開発投資の積極性を示す

DX投資・議題比率(経営会議)

新規事業M&A比率

デジタル化や業務革新への適応力を示す

従来事業からの多角化・挑戦度合いを示す

革新性の持続可能性を測る
特許・新規製品投入速度

K
P
I
判
定
基
準



経営スタイル軸

成熟M(maturity)/革新I(innovation）

指標と照らし合わせて、0、0.5、1点で採点し合計が0～5点となり、

指標 ０点 ０.5点

5～15%

中位

1点

15%＜

上位

新規事業売上比率 ＜5%

R&D費/売上(＊業界補正後) 下位四分位

DX投資・議題比率(経営会議) ＜10% 10～30% 30%＜

新規事業M&A比率 ＜20% 20～50%

中位

50%＜

上位特許・新規製品投入速度(＊業界補正後) 下位四分位

K
P
I
判
定
基
準 ３点以上をⅠ（革新寄り）と判定



人的資本・働き方軸

安定S(stability)/挑戦的成長C(challenging)

組織文化の安定性を示す

キャリア多様性を反映

離職率

中途採用比率

副業・社外兼業制度 柔軟な働き方や知識交流の度合いを示す

自由度とデジタル適応力を示すリモート・裁量労働比率

ENPS・
従業員の信頼感・協働意欲を示す

エンゲージメント社内移動比較

K
P
I

判
定
基
準



人的資本・働き方軸

安定S(stability)/挑戦的成長C(challenging)
標と照らし合わ、0、0.5、1点で採点し合計が0～5点となり、

3点以上をC（挑戦的成長寄り）と判定

指標

離職率

０点

＜4%

＜10%

０.5点

4～8%

1点

8%＜

30%＜中途採用比率 10～30%

副業・社外兼業制度 無 限定可 原則可

30%＜リモート・裁量労働比率 ＜10% 10～30%

低(ENPS＜ー10、

異動率５％＜)

中(ー10≦＋20、

5～15％)
ENPS・エンゲージメント社内移動比較 高(+20＜、15％＜)

K
P
I
判
定
基
準



相性マトリクススコア式

相性スコア ＝ 2.5 + (経営スタイル×0.9) 
+ (人的資本×0.6)
+ (事業近接×0.4) 
+ (ガバナンス×0.3) 
− (文化距離×0.3)



相性スコア ＝ 2.5 + (経営スタイル×0.9) + (人的資本×0.6)

+ (事業近接×0.4) + (ガバナンス×0.3) − (文化距離×0.3)

要素 係数

+0.9

+0.6

+0.4

+0.3

-0.3

意味・根拠

経営スタイル適合度

働き方適合度

事業近接度

革新型同士が成果に直結

人的資本・流動性がPMIを円滑化

シナジー創出・補完性の高さ

透明性・摩擦低減への寄与ガバナンス整合度

文化距離 統合阻害要因としてマイナス補正



有効性検証

実例比較

早見表



買収側：SONY（インタラクティブエンテインメント部門）→被買収側：INSOMNIAC GAMES

SONY【経営スタイル軸】

・新規事業売上比率→1点

・R&D費／売上→1点

・DX投資・議題比率→1点

・新規事業Ｍ＆Ａ比率→1点

・特許、新製品投入速度→1点

⇒３点以上をIよりソニーは5点なのでI型（革新型）

実例比較



買収側：SONY（インタラクティブエンテインメント部門）→被買収側：INSOMNIA GAMES

SONY【人的資本軸】

・離職率→0.5点

・中途採用比率→１点

・副業・社外兼業制度→0.5点

・リモート・裁量労働比率→１点

・ENPS・エンゲージメント社内移動比較→1点

⇒３点以上をCよりソニーは４点なのでC型（挑戦的成長型）

実例比較



買収側：SONY（インタラクティブエンテインメント部門）→被買収側：INSOMNIA GAMES

Insomniac games

【経営スタイル軸】

・新規事業売上比率→1点

・R&D費／売上→１点

・DX投資・議題比率→１点

・新規事業Ｍ＆Ａ比率→０点

・特許・新製品投入速度→１点

⇒３点以上をIよりソニーは４点なのでI型（革新型）

実例比較



買収側：SONY（インタラクティブエンテインメント部門）→被買収側：INSOMNIAC  GAMESS

Insomniac games

【人的資本軸】

・離職率→0.5点

・中途採用比率→１点

・副業・社外兼業制度→0.5点

・リモート・裁量労働比率→１点

・ENPS・エンゲージメント社内移動比較→1点

⇒３点以上をCよりソニーは４点なのでC型（挑戦的成長型）

実例比較



2 0 1 9 ∼ 2 0 2 3 年 M & A 件 数 、 3 6 0 件

中評価セル

3.0～3.8

高評価セル

3.8より大

低評価セル

3.0より小

相性早見表



相性早見表

高評価セル

3.8より大

製品開発や市場拡張が円滑＋人材流出も少ない

（買収側→被買収側） IS→IC、IS→IS、IC→IC

例：SONY→Insomniac Games（IS→IC）独立性を尊重したPMI設計により新規タイトルが収益を牽引
アステラス製薬→Iveric Bio（IS→IC）研究開発の親和性が高く革新強化に直結



相性早見表

中評価セル

3.0～3.8

成熟企業同士／成熟型が革新を取り込む場合、

安定性を背景に一定の成果は出るが革新効果は限定的

MS→MC、MS→IS、MS→IC、MC→MC、MC→IS、
MC→IC、IS→MS、IS→MS、IS→MC、IC→IS

例：三井不動産→PropTech投資（MS→IC）技術導入に成功したが文化統合に課題
ZHD→LINE（IC→IS）事業シナジーを見込まれたが、統合作業の難航で成果は中程度



相性早見表

低評価セル

3.0より小

MS→MS、MC→MS、IC→MS、IC→MC、IC→IS

成熟型と革新型の組み合わせは文化的摩擦が大きく

人材流出や減損を招きやすい

例：新興（IC）が成熟型を取り込むケースも、資本力やPMI基盤不足で失敗が多い



まとめ・展望



まとめ

NFDD質問票に回答
→４つのタイプに分類

記号化

自己診断

過去データによる相性診断
により統合の判断

数値化

非財務情報を可視化した

企業MBTIを用いたM＆Aの質的向上

相性マトリクス



①実現性の検証 • 統合プロセスで直面した文化面の課題をヒアリング

②M&Aプロセスへ • 企業の選定段階に「企業MBTI診断」を組み込み、
意思決定精度を向上の組み込み

③支援機関・企業 • 金融機関・仲介会社の分析ツールとして運用
• 中小企業M&Aにも使える汎用的フレームへへの展開

今後の展望



ご清聴いただきありがとうございました。

同志社大学 商学部
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